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１．目的   

 平成 29年 7月九州北部豪雨では約 21万m3の流木

が流出し，筑後川中流域右岸の中小河川で洪水被害

を拡大させた 1)．例えば，赤谷川の上流域では大量に

発生した土砂や流木が橋脚に集積し，洪水が谷底平

野一帯に流れる事例が確認された．国と福岡県の「筑

後川右岸流域河川・砂防復旧技術検討委員会」報告書

2)によると，深成岩（花崗閃緑岩）や変成岩を主体と

する地域で斜面崩壊が多く発生し，これらを多く含

む寒水川や白木谷川などの流域では崩壊面積率（流

域面積に占める崩壊面積の割合）が高いことが分か

っている．また，崩壊面積割合と降水量との関係か

ら，1 時間雨量 100mm，3 時間雨量 250mm，6 時間

350mm，12 時間雨量 400mm，24 時間雨量 450mm を

超過すると崩壊面積が増加していた 2)． 

 以上の背景を踏まえ，正垣ら(2019) 3)は斜面崩壊に

寄与すると考えられる様々な要因を導入し，ロジス

ティック回帰分析を適用して斜面崩壊発生確率を地

点毎に算定することで，斜面崩壊を評価するととも

に流木発生量を算出することを試みた．しかし，ロジ

スティック回帰分析による算出の中で時間雨量・断

面曲率など複数の回帰係数で負の値が示されている

など不合理な結果がみられた．本研究では，物理的に

合理的かつ，高精度に流木発生量を算出できるモデ

ルを見出すことを目的としている．同時に本研究で

は，開発するモデルが時間雨量を考慮して流木発生

量を算出できることを利用して，朝倉観測所の確率

降雨量を適用し，調査対象流域における再現期間別

の流木発生量を評価することを目的としている． 

２．研究内容 

（１）調査対象 

調査対象は図-1 で示した平成 29 年水害で被災し

た筑後川中流域右岸の疣目川・桂川・妙見川・奈良ヶ

谷川・北川・寒水川・白木谷川・赤谷川・大肥川・黒 

 

図-1 調査対象河川 

 

川の 10 支川の流域である．これら各流域を GIS 上で

渓流単位に分割した． 

（２）研究方法 

調査対象渓流について 30m メッシュに区分し，要

因データを作成した．本研究で要因データは斜面崩

壊に寄与する素因として傾斜角・地質・平面曲率・累

積流量・土壌被覆を，誘因として 1 時間・3 時間・6

時間・12 時間・24 時間の各最大累積雨量を CX 雨量

データより設定した．正垣ら(2019) 3)では雨量につい

て 3 時間と 6 時間，12 時間と 24 時間の組み合わせ

で相関が高かったが，回帰係数に負値が生じていた．

そのためここでは，表-1に示すように各時間に対し

て一つ小さい規模の雨量を差し引いた取り扱いとす

る．メッシュ数は崩壊部分で 15,380 個，非崩壊部分

で 197,701 個となった．解析では崩壊と同数の非崩壊

メッシュをランダムサンプリングで抽出し，要因デ

ータと組み合わせた． 

素因・誘因の関係性を調べるためロジスティック

モデル(1)式により，崩壊確率 P(z)を算出した． 

𝑃(𝑧) =
1

1+exp(−𝑧)
=

exp(𝑧)

1+exp(𝑧)
          (1)  

ここで，𝑧 = 𝛽0 + 𝛽1𝑋1 + 𝛽2𝑋2 +∙∙∙ +𝛽𝑛𝑋𝑛，𝛽𝑖：回帰 
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表-1 本研究における雨量の取り扱いについて 

 

表-2 ケースの一例（ケース 68～ケース 80） 

 

 

係数（最尤法により決定），𝑋𝑖：説明変数である．𝛽𝑖

は表-2に一例を示すように素因と要因を組み合わせ 

たケースを 120 ケース設定して計算した．  

次に，正垣ら(2019)3)で使用した流木発生源データ

を GIS 上の渓流区分データに重ね，各渓流の崩壊面

積を得た．流木発生量 Vは渓流の崩壊面積 Aから経

験式 4)より算出した． 

𝑉 = 𝛽𝐴         (2) 

ここで，β：面積当たりの材積量である．βは福岡県

人工林収穫予測システム 5)を用いて，樹齢 45 年を仮

定した単位面積当たり材積量 54,900m3/km2 を用いて

いる．流木発生源は，山林・渓畔林・河畔林・その他

に分類されていたが，山林が大部分を占めていた． 

 確率降雨量を用いた流木発生量の予測を行うにあ

たり，気象庁の朝倉観測所で観測された 1976 年から

2018 年の 1 時間雨量データを使用した．国土技術研

究センターが公開する『水文統計ユーティリティー』

6)を利用して，各時間の確率降雨量を再現期間別に算

出した．最後に，作成したモデルに確率降雨量を適用

し再現期間別の流木発生量を算出した． 

３．結果 

ロジスティック回帰分析より，渓流毎の斜面崩壊

発生確率と実績の崩壊地面積率で散布図を作成し，

決定係数を算出した．その中で case68 は時間雨量の

回帰係数が全て正値を示したケースであり，決定係

数が最も高い結果であった．また，case68 の崩壊地

面積率は実績の渓流崩壊地面積率を高精度で再現で

きていた．渓流毎の斜面崩壊地面積率について，実績

値と case68 により評価された値のそれぞれの分布を

図-2，3に示した． 

 

図-2 渓流毎の斜面崩壊地面積率（実績） 

 

図-3 渓流毎の斜面崩壊地面積率（case68） 

 

４．結論 

正垣ら(2019)3)から説明変数の組み合わせを増やし，

雨量の取り扱いを工夫した結果，斜面崩壊を高精度

で予測すると同時に，物理的にも合理的なモデルを

作成することができた． 

今後は，河川毎の流木発生量の算出，ならびに確率降

雨量に対応した流木発生量の変化を算出し，講演時

に説明する予定である． 
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